
◆ 開催要項 ◆

セミナーのご案内 ５月11日（木）
ご担当者 各位

名古屋会場

主催
〒460-0008　名古屋市中区栄3丁目1番1号 広小路第一生命ビル

電　話 (052)261- 0381(代)
F A X (052)261- 0383

税務研究会・中部支局

日 時
会 場
受 講 料
（1名様につき）

申込方法

申 込 先

平成 29年 5月11日（木）　10：00～16：30
I.M.Y.ビル 名古屋市東区葵3-7-14（メルパルク北）
会　員　25,000円
読　者　29,000円
その他　39,000円

申込書に記入の上FAXして下さい。
※会員の場合は、申込書右側に「会員用」としてあります。
お申込受付次第、請求書と受講票を送付致します。
◇キャンセルの場合は、開催日の前日までに必ずご連絡下さい。
　なお、原則として受講料の返金は致しませんので、ご都合のつかない場
　合は代理の方の参加をお願い致します。

税務研究会・中部支局
〒460-0008 名古屋市中区栄3-1-1 広小路第一生命ビル5F
TEL(052)261-0381(代)  FAX(052)261-0383

テ キ ス ト・
昼 食 代・
消 費 税 含 む

◆ 講師紹介 ◆

石 井 幸 子 氏
日本大学法学部卒業、 平成12年勝島俊明税理士事務所（現税
理士法人トーマツ）入所後、平成15年税理士登録、現在、企業活
動に附随して発生するさまざまな税務問題についてアドバイスを
行なっている。
主な著書：「接待飲食費を中心とした交際費等の実務」（税務
研究会） ｢会社分割実務必携｣（法令出版、共著)「連結納税の鉄
則30」「消費税の鉄則30」（中央経済社、共著）等がある。
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10：00～16：30

近頃は消費税の改正が相次いでおり、平成 31 年 10 月からは 10％に引き上げられるため、 これまで
より一層、 消費税の課税区分や課税売上割合の計算に気をつける必要があります。
とはいえ、 その処理は単純なものではありません。 消費税の課税区分を正しく処理するためには 、 

「消費税はどのような取引に課税されるのか」 という基礎の理解が重要になりますが、 この点が意外に
複雑だからです。 
消費税が、 会計や法人税とは異なる仕組みをもつことも、 担当者を悩ませる一因のようです。 
そこで、 本講座の 『基礎編』 では、 「そもそも消費税は何に対して課されるのか？」 を理解するため

に、 消費税が課税される要件、 非課税取引と免税取引の違いなど、 消費税の基本的なしくみを体系的に
解説します。 
また、 『応用編』 では、 『基礎編』 で習得した知識を活かし、 国内取引から海外取引まで様々な事例を

用いながら実際に課税区分の判定を行い、 消費税への理解を深めます。 
さらに、 『演習編』 では、 ケーススタディを通じて、 消費税の納付税額の計算方法や資金繰り面で重

要な予定申告の計算の仕方も学習します。
消費税の学習経験や実務経験がない方でも、 事例を通して消費税を基礎から学べる研修会です。 

※「無料クーポン適用対象」講座。

税 理 士

会社に必要な消費税の基礎知識会社に必要な消費税の基礎知識会社に必要な消費税の基礎知識会社に必要な消費税の基礎知識
消費税を基礎から整理できる！　 課税区分を体系的に理解できる！
税額計算・申告納付まで習得！

～課税･不課税･非課税･免税取引の違いから、 申告納付までを徹底理解～

I.M.Y.ビル 地下鉄　千種駅　 番出口徒歩2分（メルパルク北）1

★消費税を基礎から学びたい方、 消費税を体系的に理解したい方にお薦め！
★課税・不課税・非課税・免税の４種類の取引の違いを整理できる！
★国内取引から海外取引まで、 事例を用いて課税区分を習得できる！
★ケーススタディを通じて税額計算や予定申告の計算まで解説！



「会社に必要な消費税の基礎知識」
セミナー申込書（名古屋会場）

平成29年　　　月　　　日

No.

銀行 ・ 郵振 （どちらかに○）

e-mailアドレス @ @

119446

Ⅰ　消費税が課税される取引とは
 1 .  消費税の基本的なしくみ
 2. 消費税の課税の対象となる取引とは
　 消費税はどのような取引に課税されるのか
 3. 消費税が課税される４つの要件を理解する
　①国内において行うもの
　②事業者が事業として行うもの
　③対価を得て行うもの
　④資産の譲渡、 資産の貸付、 役務の提供
 4. 課税対象取引と非課税・免税取引の関係
｢非課税｣と「免税」の違いを理解する

Ⅱ　事例でみる消費税の課税区分
 1 .  売上高・役務提供収入
　①国内での商品等の販売
　②国外への商品等の販売 (輸出免税取引)
　③国外から国外の別会社への商品等の販売
　④国内企業への役務の提供
　⑤海外企業への役務の提供 (輸出免税取引)
 2. 売上原価
　①国内での商品仕入　　
　②国外からの商品仕入 (輸入取引)
 3. 販売費及び一般管理費
　①人件費：役員報酬・給与 （法定福利費） 
　②福利厚生費：健康診断料、 慶弔費
　③旅費交通費：海外出張旅費

基 礎 編

応 用 編
演 習 編

　④接待交際費：商品券、交際費5,000円基準との
　関係

　⑤寄附金：現金での寄附と物品の寄附
　⑥諸会費：同業者団体の会費、クレジットカードなど
　の年会費

　⑦地代家賃・支払賃借料：事務所建物、駐車場、 
　借上げ社宅の家賃

 4. 営業外収益・費用
　①受取利息・預金利息と源泉所得税
　②受取配当金：株式配当と源泉所得税
　③有価証券売却損益：有価証券を売却した場合

Ⅲ　消費税の納付税額の計算（一般課税）
　①一般課税が適用される法人とは
　②一般課税の計算のしくみと 95％ルールの見直し
　③課税売上割合の計算方法
　④個別対応方式と一括比例配分方式とは
　⑤個別対応方式の用途区分の考え方
Ⅳ　消費税の申告と納付
 1 .  確定申告
　①原則
　②課税期間の短縮の特例
 2. 中間申告
　①前期実績を基準とする中間申告 （予定申告） 
　②仮決算に基づく中間申告

演習を行いますので
筆記用具・電卓をお持ちください。
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